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はじめに
　 1 　背景事情


















　　　第 1 項　Fingarette による問題提起
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法学説からこの問題に一義的な回答を与えることの困難性を提示し、これま
での議論枠組みへの問題提起を試みる。
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　「［犯罪］行為の時点において、被告人が精神の疾患（disease of the 
mind）により、自分が行っている行為の性質を知らなかったほど（not 















































































































　（ 1 ）犯罪行為時に、精神の疾患または欠陥（mental disease or defect） 
の結果として、 自己の行為の犯罪性 （criminality） 〔不法性 （wrongfulness）〕 
を弁識（appreciate）し、または自己の行為を法の要求に従わせる実質的
能力を欠いた者（lack of substantial capacity）は、その行為について責
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任を負わない。



































































































































て立法化されたものであり、 以下のように規定されている （18 U. S. C. §17）。
　（a）被告人が犯罪行為時に、重大な精神の疾患または欠陥（severe 
mental disease or defect） の 結 果、 行 為 の 性 質 ま た は 不 法 を 弁 識
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論的背景に分析を加えることにより、当時の議論の到達点を明らかにする。
　第 2 項　心神喪失抗弁に対して提起された諸提案とその理由づけ
　（ 1 ）アメリカ法曹協会 （ABA） とアメリカ精神医学会 （APA） による提案
　前提として、ABA と APA はともに心神喪失抗弁の廃止論に対しては否









　こうした前提の下、ABA が1984年 8 月に制定した「刑事司法精神保健基




　（a）被告人が犯罪行為時に、 精神の疾患ないし欠陥 （mental disease or 
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　「精神の疾患ないし精神遅滞の結果、犯罪行為時に、自身の行為の不法
を弁識できなかった（unable to appreciate the wrongfulness）ことが
証明された場合には、精神異常を理由に罪に問われない。本基準で用い
られる際には、精神の疾患ないし精神遅滞には、事実の知覚ないし理解















　（ 2 ）諸提案において制御能力要件（volitional prong）が排除された理由














































































































































































































いる。例えば、 制御能力要件の問題性について、 哲学者の Herbert Fingarette

































例として挙げられる、間欠性爆発性障害（intermittent explosive disorder） 
のような衝動犯の場合であれ、（合）理性が欠けたものとして弁識能力の
枠内での処理が可能な一方、小児性愛（pedophilia）のような「欲求障害


















　すなわち、擁護論者の指摘は、APA や Bonnie の見解に対して向けられ
た、責任主義違反に基づく批判と同じ流れを汲むものである一方、近時の廃
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　第 2 項　認知能力要件の内容をめぐる議論　「違法性」 か、 「道徳違反性」 か
　マクノートン基準のもとでは、認知能力要件における不法とは法に違反す
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責任能力基準の認知要素の定義づけを試みていたことに起因する。すなわ
ち、「精神異常者は、道徳的および法的責任能力の通常の基準がもはや適用
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
されない
























































































　第 2 項　Morse によるアプローチの継承


















理的に行動する一般的な能力（general capacity for rationality）であり
（180）
、
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題が回避できない以上、責任能力の実際の判断過程を合理性という見地から
謙虚に記述することが肝要なのだろう。
　第 3 項　Schopp による精緻化
　実践的推論プロセス（process of practical reasoning）という観点から法
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スによって
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（ 1 ）大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第 3 巻〔第 3 版〕』428頁参照［島田聡一
郎＝馬場嘉郎］。
（ 2 ）団藤重光『刑法綱要総論〔第 3 版〕』（創文社、1990年）280頁、大判昭和 6 年12
月 3 日刑集10巻682頁。
（ 3 ）安田拓人「制御能力について」金沢法学40巻 2 号（1998年）103頁。
（ 4 ）近時の包括的・代表的研究として、安田拓人『刑事責任能力の本質とその判
断』（弘文堂、2006年）、水留正流「責任能力における『精神の障害』　診断論と症




（ 6 ）司法研修所編・前掲注 5 ・36頁以下参照。
（ 7 ）司法研修所編・前掲注 5 ・34頁。
（ 8 ）司法研修所編・前掲注 5 ・37頁。

















（13）2001年にアメリカで実際に生じた、 Andrea Yates の事例を基にした。Slobogin, 
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The Integrationist Alternative to the Insanity Defense: Reflections on the 
Exculpatory Scope of Mental Illness in the Wake of the Andrea Yates Trial, 30 








の問題が生じる。この点については、後述第 2 章第 2 節第 2 款。
（18）刑集62巻 5 号1559頁。
（19）こうした視角から平成20年判決を分析するものとして、林幹人「責任能力の現
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（27）岡田幸之「刑事責任能力と精神鑑定　精神医学と法学の再出発」ジュリスト
1391号（2006年）86頁。

























（43）1 M. HAle, History of PleAs of tHe Crown, 1736, at 14-15.
（44）2 E. Coke, tHe first PArt of tHe institutes of tHe lAws of englAnd, 1628, at 
247.a.
（45）HAle, supra note 43, at 30.
（46）R v. Arnold, 16 How. St. Tr. 695, 766 （1724）.
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（48）墨谷・前掲注47・18頁。これに異を唱える見解として、English, The Light 
Between Twilight and Dusk: Federal Criminal Law and the Volitional Insanity 
defense, 40 HAstings L. J. 1, 1989, at 11-18.
（49）M’Naghten’s Case, 10 Cl. & Fin. 200, 210 （1843）.
（50）AmeriCAn BAr AssoCiAtion, CriminAl JustiCe mentAl HeAltH stAndArds 
（approved by ABA House of Delegates in August, 1984）, 1986, at 7-295 ［herein-
after ABA］.
（51）I. rAy, A treAtise on tHe mediCAl JurisPrudenCe of insAnity, 1838, at 32.
（52）Id. at 42-49. Ray の批判はマクノートン基準定立の 5 年前になされたもので
あったが、同基準への批判としても有効なものであった。C. sloBogin et Al, lAw 
And mentAl HeAltH system: Civil And CriminAl AsPeCts, 6th ed., 2014, at 630.
（53）もっとも、Ray の主張は、行為が精神疾患の影響下で行われたか否かに着目す
べきだとする点で、制御能力要件を付加的に採用するアプローチよりも、ダラム・
ルールなどに見られる産物テストとの親和性を有していた。rAy, supra note 51, 
at 21.
（54）G. ZilBoorg, mind, mediCine, And mAn, 1943, at 273.
（55）See, Commonwealth v. Rogers, 48 Mass. 500, 502 （1844）; Davis v. United 
States, 165 U.S. 373, 378 （1897）.
（56）Parsons v. State, 2 So. 854, 866 （Ala. 1887）.





dressler, understAnding CriminAl lAw, 6th ed., 2012, at 347.
（59）ABA, supra note 50, at 7-296. もっとも、1870年前後にニューハンプシャー
368　早稲田法学会誌第66巻 2 号（2016） 刑事責任能力論における弁識・制御能力要件の再構成（ 1 ）（竹川）　3689
州の最高裁判所は、いわゆる「ニューハンプシャー・ルール（New Hampshire 
Rule）」を確立し、違法行為が精神疾患の結果や所産である場合に免責を認める立
場を採用している。State v. Jones, 50 N.H. 369 （1871）.
（60）Durham v. United States, 214 F.2d 862 （D.C.C. 1954）.
（61）Id. at 876 （quoting Holloway v. United States, 148 F.2d 665, 667 （D.C.C. 
1945））.




（63）McDonald v. United States, 312 F.2d 847, 851 （D.C.C. 1962）.
（64）SloBogin et Al, supra note 52, at 632.
（65）dressler, supra note 58, at 349-50.
（66）United States v. Brawner, 471 F.2d 969 （D.C.C. 1972）. なお、所産テストは、
ニューハンプシャー州においてのみ現在でも維持されている。
（67）AmeriCAn lAw institute, model PenAl Code And CommentAries （offiCiAl 
drAft And revised Comments）, 1985, at 163 ［hereinafter ALI］.〔訳出に際して
は、藤木英雄「アメリカ法律協会模範刑法典（1962年）」（刑事基本法令改正資料第
8 号、1964年）を参照したが、完全に同一ではない。〕
（68）W. lAfAve, CriminAl lAw, 5th ed., 2010, at 420.
（69）この「弁識（appreciate）」の語義については、「物事に意味を設定し、それを
正しく評価すること、また、物事の意味を完全に理解し、そこから得られる印象や
差異の微妙さに対して感受性を有すること」（Mossman, United States v. Lyons: 
Toward a New Conception of Legal Insanity, 16 Bull. Am. ACAd. PsyCHiAtry & 




（70）ALI, supra note 67, at 174-75.
（71）Id. at 174.
（72）ALI 基準に対する肯定的評価として、A. goldstein, tHe insAnity defense, 
1967, at 93.
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（73）第 1 管区連邦控訴裁判所は ALI 基準を明示的には採用していなかったもの
の、1962年の Beltran 判決において ALI 基準の承認を示唆していた。Beltran v. 




（76）sloBogin et Al, supra note 52, at 632-33. 本項における以下の記述は、この文
献に依るところが大きい。
（77）United States v. Brawner, 471 F.2d 969 （D.C.C. 1972）, 1032 （concurring 
opinion）.
（78）sloBogin et Al, supra note 52, at 633.
（79）State v. Johnson, 121 R.I. 254, 267, 399 A.2d 469, 476 （1979）.
（80）M. moore, lAw & PsyCHiAtry: retHinking tHe relAtionsHiP, 1985, at 244-45.
（81）Id. at 207.






推 し 量 れ る。See, R. simon & d. AAronson, tHe insAnity defense: A CritiCAl 





する強制権を広げる動向、⑥「有罪ただし精神疾患（guilty but mentally ill）」評
決の創設、である。このうち、③の問題については、拙稿「刑事責任能力判断に










ナ州、およびユタ州法において採用されており（See, idAHo Code §18-207; kAn. 
stAt. Ann. §23-3220; mont. Code Ann. §46-14-102; utAH Code Ann. §76-2-305）、 
同説をめぐる議論については、林（美）・前掲注22・233頁以下、横藤田・前掲注
21・242頁以下参照。また、統合論的アプローチの概要については、Slobogin, An 
End to Insanity: Recasting the Role of Mental Disability in Criminal Cases, 86 
vA. l. rev. 1199, 2000, at 1202; Slobogin, supra note 13, at 332-38.
（89）ABA, supra note 50; Insanity Defense Work Group, American Psychiatric 
Association Statement on the Insanity Defense, 140 Am. J. PsyCHiAtry 6, 1983, 
681 ［hereinafter APA］.
（90）青木・前掲注22・217頁参照。
（91）ABA, supra note 50, at 7-300.
（92）APA, supra note 89, at 683.
（93）ABA, supra note 50, at 7-6.1.
（94）APA, supra note 89, at 685.
（95）Bonnie, The Moral Basis of the Insanity Defense, 69 A.B.A. J. 194, 1983, at 197.
（96）青木・前掲注22・217頁参照。なお、 1984年の統一州法委員会全国会議 （National 
Conference of Commissioners on Uniform State Laws） に よ っ て 承 認 さ れ た
責任無能力規定も、弁識能力のみを要件として認めている。See, Uniform Law 
Commissioners’ Model Insanity Defense and Post-Trial Disposition Act, §201. 
もっとも、全国精神保健協会（National Mental Health Association）は、挙証責
任が被告人側に転換されることによって制御能力の認定上の困難性が回避されると
して、 制御能力要件を維持すべきとの立場を採用している。tHe nAtionAl mentAl 
HeAltH AssoCiAtion, mytHs & reAlities: A rePort of tHe nAtionAl Commission 
on tHe insAnity defense, 1983, at 36.
（97）ABA, supra note 50, at 7-305.
（98）APA, supra note 89, at 685.
（99）APA は、「被告人が自身の行為の性質を理解し、その不法を弁識していたか否




（100）ABA, supra note 50, at 7-304.
（101）Id.
（102）Bonnie, supra note 95, at 196.
（103）ABA, supra note 50, at 7-304.
（104）Id. at 7-307. 
（105）Id. at 7-308. この問題については、後述本章第2節第2款。






側面が強調されたことは否めない。Wexler, Redefining the Insanity Problem, 53 
geo. wAsH. l. rev. 528, 1985, at 538-39.
（110）Bonnie, supra note 95, at 196.
（111）Brooks, The Merits of Abolishing the Insanity Defense, 477 AnnAls Am. 
ACAd. Pol. & soC. sCi., 125, 1985, at 133-34; Wexler, supra note 109, at 541-42.
（112）青木・前掲注22・228頁以下参照。
（113）APA, supra note 89, at 683.
（114）Id. at 685.
（115）青木・前掲注22・239頁参照。
（116）Silver & Spodak, Dissection of the Prongs of ALI: A Retrospective 
Assessment of Criminal Responsibility by the Psychiatric Staff of the Clifton 
T. Perkins Hospital Center, 11 Bull. Am. ACAd. PsyCHiAtry & l. 4, 383, 1983, at 
388-90.
（117）青木・前掲注22・239頁。
（118）Bonnie, supra note 95, at 197.
（119）Brooks, supra note 111, at 134.
（120）青木・前掲注22・240頁。
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（121）Wexler, supra note 109, at 541-42.
（122）例えば、精神医学の熟練した専門家らに対して行われた Rogers の実証的研究
は、弁識能力判断に比して制御能力判断の信頼性が劣るとする前提に疑問を呈して
いる。Rogers, APA’s Position on the Insanity defense: Empiricism v. Emotio-
nalism, 42 Am. PsyCHol. 9, 840, 1987, at 841-42. なお、この研究への方法論的批判
として、Morse, Culpability and Control, 142 U. PA. l. rev. 1587, 1994, at 1658.
（123）sloBogin et Al, supra note 52, at 668 （citing Rogers & Clark, Diogenes 
Revisited: Another Search for the Ultimate NGRI Standard, Paper presented 
at American Academy of Psychiatry and Law meeting, Albuquerque （October, 
1985））.
（124）安田・前掲注 3 ・103頁参照。
（125）E.g., ABA, supra note 50, at 7-6.1; APA, supra note 89, at 684-85; Bonnie, 
supra note 95, at 197.
（126）E.g., Corrado, The Case for a Purely Volitional Insanity Defense, 42 tex. 
teCH l. rev. 481, 2010.
（127）本節第 3 款で取り上げる、行為者の「合理性」という見地から責任能力基準を
再構成する立場は、このカテゴリーに属すると思われる。
（128）H. fingArette, tHe meAning of CriminAl insAnity, 1972, at 162.
（129）Id. at 166.
（130）Morse & Hoffman, The Uneasy Entente between Legal Insanity and Mens 




（134）E.g., Corrado, supra note 126, at 498-502.
（135）R. sCHoPP, AutomAtism, insAnity And tHe PsyCHology of CriminAl 
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（137）Slobogin, supra note 13, at 323-25. さらに、弁識基準の下では、自身の犯罪
行為に対する自責の念を欠いたことを理由として、規範意識の鈍磨した常習犯罪者
に対しても心神喪失抗弁の適用が認められる余地が生じる。sloBogin et Al, supra 
note 52, at 650.
（138）r. HAre, witHout ConsCienCe: tHe disturBing world of tHe PsyCHoPAtHs 
Among us, 1993, at 44.
（139）Id. at 34.
（140）Slobogin, supra note 13, at 324 （citing Crisman & Chikinell, The Mentally 
Retarded Offender in Omaha-Douglas County, 8 CreigHton L. Rev. 622, 1975, at 
646）.
（141）Bonnie, Why “Appreciation of Wrongfulness” is the Morally Preferable 
Standard for the Insanity Defense, in The Affirmative Defense of Insanity in 
Texas （Feb. 7, 2003） at 54.
（142）Slobogin, supra note 13, at 326.
（143）安田・前掲注 4 ・30頁以下参照。
（144）Slobogin, supra note 13, at 325.
（145）Id.
（146）goldstein, supra note 72, at 49-53.
（147）fingArette, supra note 128, at 152; sCHoPP, supra note 135, at 43.
（148）sCHoPP, supra note 135, at 43.
（149）M’Naghten’s Case （1843） 10 Cl & Fin 200, ［1843-60］ All ER 229. 貴 族 院
から最高法院の裁判官らに提出された 5 つの質問のうち、 4 番目の質問に対する
Tindal 首席裁判官による回答である。墨谷・前掲注47・38頁参照。なお、英国に
おいては、現在でも精神異常のテストにおける不法（wrongfullness）要件は、「国
法に違反する（contrary to the law）」という意味で理解されるが（R v Windle 





（150）People v. Schmidt, 216 N.Y. 324, 110 N.E., 945 （1915）.
（151）Id. at 949.
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（152）Morris & Haroun, God Told Me to Kill: Religion or Delusion?, 39 sAn 
diego l. rev. 973, 2001, at 1007.
（153）Schmidt, 110 N.E., at 950.
（154）Id.




note 58, at 345. もっとも、社会的道徳違反性と主観的道徳違反性に関しては、そ
の線引きの困難性が指摘される。Id. at 345 （note 77）.
（157）fingArette, supra note 128, at 154.
（158）sCHoPP, supra note 135, at 47-48.
（159）Schmidt, 110 N.E., at 949.
（160）sCHoPP, supra note 135, at 46.
（161）Id. at 47.
（162）Id. at 43-51.
（163）fingArette, supra note 128, at 148.
（164）ムスラーキス・前掲注47・78頁（傍点筆者）。
（165）sCHoPP, supra note 135, at 60-61.
（166）fingArette, supra note 128, at 178.
（167）本稿では主として、fingArette, supra note 128に基づいて Fingarette 説を
紹介する。同説については、H. fingArette & A. HAsse, mentAl disABilities And 
CriminAl resPonsiBility, 1979, at 218も参照のこと。
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